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小林製薬の
価値創造プロセス

小林製薬株式会社

財務経理部

鞍本 拓哉
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会社概要とビジネスモデル

まず初めに



2／17会社概要

社 名 小林製薬株式会社

本 社 大阪市中央区道修町4-4-10

主 な 事 業 医薬品・トイレタリー製品等の製造販売

代表取締役社長 小林 章浩

創 業 1886年

会 社 設 立 1919年8月22日

連 結 売 上 高
（ 新 収 益 認 識 基 準 ）

1,583億円（2019年12月期）

従 業 員 数 3,435名（連結）

2019年12月31日現在
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＝

みんなが釣りに来る池は
競争が激しい

誰も見つけていない新しい池を見つける

大きな魚が住めるように
その池を拡大していく

小さな池の大きな魚

誰よりも早く釣りに行く
小さな池でもいいから自分一人で釣る

小さな池（50億円市場） 大きな池（500億円市場）

25億円の売上＝
50%のシェア

競合が少なく
高いシェア＆利益率を獲得

目指
す

市場

25億円の売上＝

5%のシェア

大きな市場は競合が多い

目指

さない
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わかりやすい
広告

新しい
コンセプト
開発

スピード
開発

わかりやすい
ネーミング

わかりやすい
パッケージ

新市場創造

高シェア

ビジネスモデルを実行するための活動

アイデア会議
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自社の価値創造プロセス

1.価値観
2.ビジネスモデル
3.持続可能性・成長性
4.戦略
5.成果（パフォーマンス）と重要な成果指標（KPI）
6.ガバナンス
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1.価値観
1.1. 企業理念と経営のビジョン
1.2. 社会との接点

小林製薬では「我々は、絶えざる創造と革新によって新しいものを求め続け、人と社会
に素晴らしい『快』を提供する」という経営理念のもと、「“あったらいいな”をカタチにす
る」をコーポレートブランドスローガンに掲げ、お客さまの生活・健康上のお困りごとを解
決し、快適な暮らしに貢献することを使命に事業を展開しています。今後も、世の中全
体のお困りごとの解決、さらには持続可能な開発目標（SDGs）に貢献してまいります。

これからも私たちが取り組まなければ置き去りにされてしまう社会課題に対して、事業・
製品を通して取り組むことはもちろんのこと、事業活動以外においても“あったらいい
な”に取り組み、持続可能で快適な社会の実現を目指してまいります。

2018年度統合報告書より

1.価値観
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2.ビジネスモデル
2.1. 市場勢力図における位置づけ

2.1.1. 付加価値連鎖（バリューチェーン）における位置づけ
2.1.2. 差別化要素及びその持続性

2.2. 競争優位を確保するために不可欠な要素
2.2.1. 競争優位の源泉となる経営資源・無形資産
2.2.2. 競争優位を支えるステークホルダーとの関係
2.2.3. 収益構造・牽引要素（ドライバー）

新市場創造のビジネスモデル

●強みの源泉
１．新製品のアイデアを生み出す仕組み

・毎月のアイデア会議と社長へのアイデアプレゼン
・アイデア提案制度（1982年～）

・全社員アイデア大会（2014年～）

２．自由闊達な企業風土
・仕事の前では平等：「さん付け」呼称（1995年～）
・信賞必誉：ホメホメメール（1996年～）

３．経営トップによる陣頭指揮

→「小さな池の大きな魚」戦略＋“あったらいいな”開発（次ページ）

2.ビジネスモデル
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2.ビジネスモデル

2018年度統合報告書より

2.ビジネスモデル
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2.ビジネスモデル

2018年度統合報告書より
“あったらいいな”を実現するバリューチェーン

マーケティング
研究開発
技術開発
品質推進

生産
調達

営業 お客様対応

2.ビジネスモデル
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3.持続可能性・成長性
3.1. ESG に対する認識

・基本的な考え
E： 小林製薬では、経営理念をもとに環境保全活動を一層充実させるため、2001年12月に「小林環境宣言」

「環境行動指針」を策定してグループ全体で共有し、環境保全に関する意識向上に取り組んできました。
この度、2019年2月に、パリ協定やSDGｓなど、近年の気候変動・地球環境に関わる国際的な潮流を加味し、
「小林製薬グループ 環境宣言2030」「新・環境行動指針」として改定を行いました。

企業としての課題解決への貢献姿勢を社内外に向けて明確に示すことで、環境活動を強力に推進するための旗印とし、
ステークホルダーからの期待と要請にも応え、持続的成長に向け取り組みます。

S： 小林製薬では、「社会にとっての“あったらいいな”をカタチにする」ことをテーマに、事業活動を通じた「社会的価値」と
「経済的価値」の同時実現を目指し、積極的に展開しています。NPO・地域社会・行政などの幅広いステークホルダーと
連携・協働しながら進めていきます。

G： 小林製薬は、企業の持続的成長を図るためには、健全なリスクテイクを支える環境と適切な経営の監督とのバランスが
重要であると考えています。

小林製薬は、創業家を中心とする経営体制を敷き、経営のスピード化、従業員の高いロイヤリティ、果断な経営判断、
長期的視点での経営を可能としています。一方、独善的な経営を助長するおそれもあることから、コーポレート・ガバナンスの
充実が不可欠であり、さまざまな制度・仕組みを取り入れています。

また、経営トップに対しても現場の生の声を直接伝える機会を積極的に設けるなど、誰に対しても意見が言える
非常に風通しの良い社風を持ち合わせています。制度・仕組みを充実させるだけではコーポレート・ガバナンスの目的は

達成できないとの認識のもと、この社風を維持・発展させることもコーポレート・ガバナンスを強化する有効な手段であると
考えています。

3.2. 主要なステークホルダーとの関係性の維持
3.3. 事業環境の変化リスク

3.3.1. 技術変化の早さとその影響
3.3.2. カントリーリスク
3.3.3. クロスボーダーリスク →11ページ

3.持続可能性・成長性

2018年度統合報告書より
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3.持続可能性・成長性 2020-2022年中期経営計画より

3.持続可能性・成長性

2030年を想定したリスクと機会をピックアップ
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4.戦略
4.1. バリューチェーンにおける影響力強化、事業ポジションの改善
4.2. 経営資源・無形資産等の確保・強化

4.2.1. 人的資本への投資
4.2.2. 技術（知的資本）への投資

4.2.2.1.研究開発投資
4.2.2.2.IT・ソフトウェア投資

→直近の中期経営計画では定量的な設定無し

4.2.3. ブランド・顧客基盤構築

4.2.4. 企業内外の組織づくり
4.2.5. 成長加速の時間を短縮する方策
→2020-2022年新中期経営計画 戦略骨子

1.全社挙げて国際事業の成長に取り組む（13ページ）
2.既存事業のレベルアップ（14ページ）

4.イノベーションや新規事業創出の土台作り（14ページ）
→2020-2022年 成長投資300億円＋工場投資400億円＋新研究所200億円（14ページ）

4.3. ESG やグローバルな社会課題（SDGs 等）の戦略への組込
→3.ESG視点で経営を磨く（15ページ）

4.4. 経営資源・資本配分（キャピタル・アロケーション）戦略
4.4.1. 事業売却・撤退戦略を含む事業ポートフォリオマネジメント
4.4.2. 無形資産の測定と投資戦略の評価・モニタリング
→直近の中期経営計画では定量的な設定無し（社内ではROIC基準での撤退基準運用）

4.戦略
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4.戦略
4.2. 経営資源・無形資産等の確保・強化
→2020-2022年新中期経営計画 戦略骨子

1.全社挙げて国際事業の成長に取り組む

4.戦略

2020-2022年中期経営計画より
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4.戦略

4.2. 経営資源・無形資産等の確保・強化
→2020-2022年新中期経営計画 戦略骨子

2.既存事業のレベルアップ
4.イノベーションや新規事業創出の土台作り

→2020-2022年 成長投資300億円＋工場投資400億円＋新研究所200億円

2020-2022年中期経営計画より
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4.戦略

4.3. ESG やグローバルな社会課題（SDGs 等）の戦略への組込
→3.ESG視点で経営を磨く

2020-2022年中期経営計画より
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5.成果（パフォーマンス）と重要な成果指標（KPI）
5.1. 財務パフォーマンス

5.1.1. 財政状態及び経営成績の分析（MD&A 等）
5.1.2. 経済的価値・株主価値の創出状況

5.2. 戦略の進捗を示す独自KPIの設定
→新製品4年寄与率！！

5.3. 企業価値創造と独自KPIの接続による価値創造設計
5.4. 資本コストに対する認識
5.5. 企業価値創造の達成度評価

5.成果と重要な成果指標

2020-2022年中期経営計画より
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6.ガバナンス
6.1. 経営課題解決にふさわしい取締役会の持続性
6.2. 社長、経営陣のスキルおよび多様性

6.3. 社外役員のスキルおよび多様性
6.4. 戦略的意思決定の監督・評価

6.5. 利益分配の方針
6.6. 役員報酬制度の設計と結果
6.7. 取締役会の実効性評価のプロセスと経営課題

6.ガバナンス

2018年度統合報告書より
（伊藤先生インタビュー）


